
       鳥取市経済団体記念イベント開催事業補助金交付要綱 

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、鳥取市経済団体記念イベント開催事業補助金（以下「本補助金」と

いう。）について、鳥取市補助金等交付規則（昭和４２年鳥取市規則第１１号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、必要な事項を定めるものとする。 

 

 （交付目的） 

第２条 本補助金は、鳥取市経済団体が行う記念イベント開催事業に要する経費の一部を

補助することにより、事業の円滑な運営と市民のイベント参加による地域経済の活性化

を図ることを目的として交付する。 

 

 （補助事業者） 

第３条 本補助金の交付の対象となる者（以下「補助事業者」という。）は、鳥取市内の経

済団体とする。 

 

 （補助事業） 

第４条 本補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、記念イベント

開催事業とする。 

 

 （補助対象経費） 

第５条 本補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、補助事業

の実施に要する経費（消費税及び地方消費税相当額を除く。）とする。ただし、補助事

業者の運営に係る経常的な経費、人件費、食糧費（事業実施に必要不可欠なものは除く。）

及び備品購入費は対象としない。 

 

 （補助金の算定） 

第６条 本補助金は、補助対象経費から当該事業に係る本補助金以外の収入を除いた額に

２分の１を乗じて得た額（１，０００円未満の端数がある場合は、これを切り捨てる。）

以内で算定し、予算の範囲内で交付する。 

 

 （交付申請） 

第７条 本補助金の交付申請は、原則として補助事業の開始前までに行わなければならな

い。 

２  規則第４条の申請書に添付すべき同条第１号及び第２号に掲げる書類は、様式第１号

及び様式第２号によるものとする。 

 

 （補助事業の着手等） 

第８条 本補助金の交付に係る事業は、規則第１０条第１項第３号の市長が別に定める場

合とし、同項に定める着手届の提出を要しないものとする。 

 



２ 事業の内容が明確であり、事業の効果的な実施を図る上で、緊急かつやむを得ない事

情による場合は、補助事業者は、交付決定前であっても、交付決定前着手届を提出する

ことにより、補助事業に着手することができるものとする。この場合において、交付決

定を受けるまでの間に生じたあらゆる損失等は、補助事業者の責任とする。 

 

 （交付決定の時期等） 

第９条 本補助金の交付決定は、原則として、交付申請を受けた日から２０日以内に行う

ものとする。 

 

 （承認を要しない変更） 

第１０条 規則第９条第１項の市長が別に定める変更は、本補助金の増額以外の変更とす

る。 

 

 （実績報告の時期等） 

第１１条 規則第１２条の規定による実績報告は、補助事業の完了、中止又は廃止の日か

ら３０日を経過する日までに行わなければならない。 

２ 規則第１２条の実績報告書に添付すべき同条第１号及び第２号に規定する書類は、そ

れぞれ様式第１号及び様式第２号によるものとする。 

 

 （雑則） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、本補助金の交付について必要な事項は、経済観

光部長が別に定める。 

 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 （要綱の失効） 

２ この要綱は、令和８年３月３１日限り、その効力を失う。 

３ この要綱の失効前に、この要綱の規定に基づき交付の決定がなされた補助事業につい

ては、なお従前の例による。  



様式第１号（第７条、第１１条関係） 

 

鳥取市経済団体記念イベント開催事業補助金 事業実施計画（報告）書 

 

区分 内容 

１．補助事業者  

２．所在地  

３．代表者  

４．事業の目的 

 

５．事業内容 

（実施（予定）日、対象者、参加人数、開催場所、事業概要などを記

載） 



様式第２号（第７条、第１１条関係） 

 

 

鳥取市経済団体記念イベント開催事業補助金 事業収支予算（決算）書 

 

 

１．収入の部 

区 分 予算額 決算額 増 減 積算内訳 

自己資金     

  本補助金     

その他の収入     

合  計     

 

 

２．支出の部 

区 分 予算額 決算額 増 減 積算内訳 

広告宣伝費     

印刷製本費     

委託料     

負担金     

合  計     

 

 

 

 


